
 

 事 業 所 調 査  結 果 概 要  
 

 

育児休業取得者割合 

 

１ 女性 

     平成 26 年 10 月１日から平成 27 年９月 30 日までの１年間に在職中に出産した女性 

    のうち、平成 28 年 10 月１日までに育児休業を開始した者（育児休業の申出をしてい 

    る者を含む。）の割合は 81.8％と前回調査（平成 27 年度調査 81.5％）より 0.3 ポイ

ント上昇した（表１,付属統計表第１表）。 

    

   

２ 男性 

     平成 26 年 10 月１日から平成 27 年９月 30 日までの１年間に配偶者が出産した男性 

    のうち、平成 28 年 10 月１日までに育児休業を開始した者（育児休業の申出をしてい 

    る者を含む。）の割合は 3.16％で、前回調査（同 2.65％）より 0.51 ポイント上昇し

た（表１,付属統計表第１表）。 

      

                 

          表１ 育児休業取得率の推移          (％） 

  平成８年度 平成 11 年度 平成 14 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

女性 49.1 56.4 64.0 70.6 72.3 89.7 90.6 85.6 

男性 0.12 0.42 0.33 0.56 0.50 1.56 1.23 1.72 

 
平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

 

女性 83.7 [87.8] 83.6 83.0 86.6 81.5 81.8  

男性 1.38 [2.63] 1.89 2.03 2.30 2.65 3.16  

    注：平成 23 年度の[  ]内の比率は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。 

         

 

    

           （※）平成 23 年度以降調査においては、調査前々年 10 月１日から翌年９月 30 日までの１年間。 

 

育児休業取得率＝
出産者のうち、調査時点までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数

調査前年度１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数 



（％）

出産した
女性労働者計

育児休業者
配偶者が
出産した

男性労働者計
育児休業者

総　数 100.0 81.8 100.0 3.16 100.0 94.7 5.3

産　業

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 78.1 100.0 1.14 100.0 91.9 8.1

建設業 100.0 81.4 100.0 3.18 100.0 80.8 19.2

製造業 100.0 62.0 100.0 2.48 100.0 89.8 10.2

電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 96.0 100.0 0.89 100.0 95.0 5.0

情報通信業 100.0 97.7 100.0 6.01 100.0 86.6 13.4

運輸業，郵便業 100.0 91.8 100.0 3.56 100.0 84.1 15.9

卸売業，小売業 100.0 79.4 100.0 2.20 100.0 95.5 4.5

金融業，保険業 100.0 98.7 100.0 12.33 100.0 90.6 9.4

不動産業，物品賃貸業 100.0 82.3 100.0 1.17 100.0 98.5 1.5

学術研究，専門・技術サービス業 100.0 92.2 100.0 5.65 100.0 85.6 14.4

宿泊業，飲食サービス業 100.0 68.1 100.0 1.38 100.0 98.7 1.3

生活関連サービス業，娯楽業 100.0 87.2 100.0 4.45 100.0 95.4 4.6

教育，学習支援業 100.0 84.4 100.0 1.11 100.0 98.9 1.1

医療，福祉 100.0 89.3 100.0 5.62 100.0 97.6 2.4

複合サービス事業 100.0 80.6 100.0 0.48 100.0 99.4 0.6

サービス業（他に分類されないもの） 100.0 77.3 100.0 0.67 100.0 98.6 1.4

事業所規模

500人以上 100.0 95.0 100.0 2.98 100.0 93.8 6.2

100～499人 100.0 92.7 100.0 3.95 100.0 94.6 5.4

30～99人 100.0 87.2 100.0 3.22 100.0 94.6 5.4

５～29人 100.0 68.9 100.0 2.75 100.0 95.2 4.8

30人以上（再掲） 100.0 91.1 100.0 3.39 100.0 94.4 5.6

育児休業制度の規定の有無

あり 100.0 86.9 100.0 3.30 100.0 94.8 5.2

なし 100.0 33.0 100.0 1.85 100.0 92.3 7.7

注：平成26年10月１日～平成27年９月30日に出産した者又は配偶者が出産した者のうち、調査時点(平成28年10月１日)までに
  　育児休業を開始した者（開始の予定の申出をしている者を含む。）の割合である。

第１表　育児休業者割合

女性 男性

育児休業者
計

女性 男性



調 査 の 概 要 

１ 調査の目的 

本調査は、男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握し、雇用均等行政の成果

測定や方向性の検討を行う上での基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２  調査の範囲及び対象 

  (1) 地域 全国 

  (2) 産業 日本標準産業分類に基づく 16 大産業〔鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製

造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売業、

金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，

飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業〈家事サービス業を除く。〉、教育，学習

支援業、医療，福祉、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）〈外国

公務を除く。〉〕 

  (3) 調査対象（事業所調査）  

上記(2)に掲げる産業に属する常用労働者５人以上を雇用している民営事業所のうち

から産業・規模別に層化して抽出した事業所 

   

３ 調査対象数、有効回答数及び有効回答率（事業所調査） 

   調査対象数 6,092 事業所 有効回答数 4,213 事業所 有効回答率 69.2％ 

 

４ 調査事項（事業所調査） 

(1) 育児休業制度の内容及び利用状況 

(2) 育児休業以外の育児参加のための事業所独自の休暇制度の内容及び利用状況 

(3) 介護休業制度に関する事項 

(4) 育児・介護休業取得中の労働条件等の取扱い 

(5) 育児のための所定労働時間の短縮措置等の状況 

(6) 育児や介護を行う労働者のための時間外労働・深夜業の制限の制度の内容 

(7) 短時間正社員制度の有無及び利用状況 

 

５ 調査の時期 

  原則として、平成 28 年 10 月１日現在の状況について、平成 28 年 10 月１日から 10月

31 日までの間に行った。 

 

６ 調査の方法 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局から報告者に対して、郵送により調査票を配布・回

収する方法 

 

７ 調査組織 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 －民間事業者 －報告者 

 

８ 利用上の注意 

(1) この調査は、ある集団の中から一部の調査対象を選び出して調べ、その情報を基に元

の集団全体の状態を推計する標本調査である。 

(2) 構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 と   



はならない。 

(3) 統計表中、「0.0」、「0.00」は集計した数値が表章単位に満たないものである。 

(4) 統計表中、左横に「＊」を付した数値は、構成比の分母となるサンプル数が少な   

い（事業所数では２以下、労働者数では９以下）ため、結果の利用には注意を要する。 

(5) 統計表中、該当する数値が存在しない場合、「－」で表示した。 

(6) 調査対象産業のうち、生活関連サービス業,娯楽業は家事サービス業を、サービス業

（他に分類されないもの）は、外国公務を除く。 

(7)東日本大震災への対応 

   [1] 平成 23 年度調査は、被災３県（岩手県、宮城県及び福島県）を除く全国の結果

である。 

   [2] 平成 24 年度調査は、原子力災害対策特別措置法に基づき警戒区域、計画的避難

区域を設定された市町村及び緊急時避難準備区域を設定後解除された市町村（※）

から抽出された企業及び事業所を調査対象から除外し、被災地域以外の地域に所

在する同一の産業・規模に属する企業及び事業所を再抽出し代替（調査対象）と

した。 

      ※ 福島県田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大

熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村 

   [3] 平成 25 年度調査は、原子力災害対策特別措置法に基づき計画的避難区域、避難

指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域を設定された市町村（※）か

ら抽出された企業及び事業所を調査対象から除外し、被災地域以外の地域に所在

する同一の産業・規模に属する企業及び事業所を再抽出し代替（調査対象）とし

た。 

      ※ 福島県田村市、南相馬市、川俣町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双

葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村 

   [4] 平成 26 年度調査及び平成 27年度調査は、原子力災害対策特別措置法に基づき避

難指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域（※）から抽出された企業

及び事業所を調査対象から除外し、被災地域以外の地域に所在する同一の産業・

規模に属する企業及び事業所を再抽出し代替（調査対象）とした。 

      ※ 福島県南相馬市、川俣町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪

江町、葛尾村及び飯舘村 

   [5] 平成 28 年度調査は、原子力災害対策特別措置法に基づき避難指示解除準備区域、

居住制限区域及び帰還困難区域（※）から抽出された企業及び事業所を調査対象

から除外し、被災地域以外の地域に所在する同一の産業・規模に属する企業及び

事業所を再抽出し代替（調査対象）とした。 

      ※ 福島県南相馬市、川俣町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び

飯舘村 

 


